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研究成果の概要（和文）：持続可能なエネルギーシステムでは資源や供給の条件にあった的確なエネルギー選択
が需要家に求められる。本研究では、需要家のエネルギー選択にエネルギーリテラシーが関わっていると仮定
し、アンケート調査を行いながら、リテラシー評価手法の開発、および、その両者の関係性の解明を行った。
先行研究のレビューやエネルギー専門家との議論を参考にしながら、リテラシーの評価手法を開発し、現在のエ
ネルギー消費者である成人、および、将来のエネルギー需要家である高校生のリテラシーを計測した。計測した
リテラシーとアンケート調査によって得られた選好性の関係を分析した結果、それらには強い関係性が存在する
ことを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：For discussion of a smooth transition of energy system, consumers are 
required to have an appropriate energy choices in terms of their environmental and economic aspects.
 This study developed the energy literacy index and examined the relationship between literacy and 
energy choices.
Referring related studies as well as discussion with energy experts, we developed the energy 
literacy index consisted of 30 questions. We measured energy literacy of present energy consumers as
 well as future energy consumers, high school students. We conducted an econometric analysis to 
examine the relationship between literacy and preferences towards electricity plans, and we found 
that there is a significant relationship between them.

研究分野： 環境経済学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

 持続可能なエネルギーシステムへの移行
を牽引するためには技術開発・実装と共に、
エネルギーの利用者である需要家がエネル
ギーに対する適切な知識や認知、理解といっ
たいわゆるエネルギーリテラシーを持つこ
とが重要である参照文献 1）。リテラシーの欠如
がもたらす問題の一例として、リバウンド効
果が挙げられる。省エネルギー行動（以下、
省エネ行動）・節電行動の重要性は認識して
いても、省エネ製品のリバウンド効果が確認
されており参照文献 2）、不理解に伴う行動が技
術進歩による成果を無駄にしてしまう事態
も観察されている。また、省エネ行動・節電
行動とエネルギーへの理解度は正の関係に
あることが報告されており参照文献 3）、その促
進においてエネルギーの知識・理解の向上が
必要といえる。 

 また、電気事業法の改正に伴い、2016 年 4

月から電力小売全面自由化が開始となり、家
庭需要家も自らの好みに合致した電気事業
者と契約を結ぶことができるようになった。
首都圏住民に調査を実施したところ、電気料
金への負の選好は確定的であるが、エネルギ
ーに関する情報（例：電気事業者の選択によ
って発生しうる地域経済への影響）を提示す
る場合としない場合とで発電事業者への選
好が大きく変わるという報告もある参照文献 4）。
前述の結果より、選好性はエネルギーに関す
る理解度から影響を受ける可能性がある。特
に、資源に乏しくエネルギー自給率が極端に
低い島国である一方、最先端の技術力を有す
る日本において、固有の特徴を捉えたリテラ
シーの計測方法が今後のエネルギーシステ
ム設計や政策検討に必須といえるが、具体的
な地域などを想定した分析事例は少なく、そ
の一般的な方法も確立されていない。 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は大きく分けて以下の 2 つに
分類できる。 

（１）需要家のエネルギーリテラシー評価
方法の構築 
 日本特有のエネルギー情勢を考慮した、リ
テラシーの計測を目的とした質問を設計す
る。固定価格買取制度とその波及効果などの
再生可能エネルギー関連の時事や、資格試験
等の質問項目を基に、リテラシーの評価に有
用な質問項目を抽出・設計する。エネルギー
の専門家との議論や技術ロードマップ参照文献

5）を参照しながら、将来のエネルギーシステ
ムの議論に向け需要家が知っておくべき技
術や制度に関する理解度を問う質問も統合
する。 

 

 

 

 

 

 

（２）リテラシーがエネルギー選択へ与え
る影響の分析 
 アンケート調査では、本研究で提案される
評価方法に基づいて需要家のリテラシーを、
②エネルギー属性について選好性を、それぞ
れ測定することで、影響を分析する。①につ
いては前節（１）にて述べたが、②について、
本研究で着目するエネルギーの属性を、電源
構成や発電事業者の違いなど専門家による
技術の将来展望を考慮した技術・システム的
な要因とする。 

 

３．研究の方法 

（１）エネルギーリテラシー評価手法の構築 
 質問は、他国で開発されたエネルギーリテ
ラシーの測定手法参照文献 1, 6）を一部参考にしな
がら、エネルギーの自給率など日本特有のエ
ネルギー情勢を問う質問に加え、エネルギー
リテラシーと関連性の強い「科学リテラシ
ー」参照文献 7）や、環境教育の到達度調査、エ
ネルギー関連の資格試験等の質問項目から
有用な情報を抽出し、質問を作成した。作成
した質問をもとに、連携研究者をはじめとし
たエネルギー専門家にヒアリング調査を数
回実施し、質問の妥当性を確認、適宜内容の
修正を行った。その結果、5 つの項目（エネ
ルギーに関する基礎知識、エネルギー安全保
障、経済とエネルギー、環境問題とエネルギ
ー、安全とエネルギー）からなる、合計 30

問の質問を構築し、これらでエネルギーリテ
ラシーを計測した。また、リテラシーの計測
は、インターネット調査を通じて 2017 年 3

月に実施した。 

また、当初はエネルギー需要家の現在世代
である成人を対象とした調査のみを予定し
ていたが、鹿児島県立種子島高等学校の協力
のもと、高校生のエネルギーリテラシーおよ
び選好の把握を試みた調査を実施すること
ができた。 

2016 年度の調査では、基礎知識、環境とエ
ネルギー、国内エネルギー事情、の 3 つの項
目から成る合計 15 問で構成された指標でリ
テラシーの計測を行った。調査は 2016 年 11

月および 2017 年 2 月に実施した。2017 年度
は、成人と同じ質問で構成された 30 問を使
って、リテラシーを計測した。調査は 2017

年 7 月および 10 月に実施した。 
 
（２）エネルギーリテラシーとエネルギー選
好性の関係 
リテラシーの測定およびエネルギー選好

性の把握を行うために、2017 年 3 月に全国
47 都道府県の 20 歳〜69 歳の男女を対象とし
たアンケート調査を行った。リテラシーの測
定方法については、前節で述べた通りである。
選好性は、支払意思額として金銭単位で表す
ことができる選択型実験と呼ばれる手法を
採用して、推計した参照文献 8,9）。推計する選好
性の対象は、申請者自身が複数回に渡り首都
圏参照文献 4）や 3 大都市圏、また、種子島、佐



渡島といった島嶼地域で実施したエネルギ
ー選好調査や、電力小売全面自由化が実施さ
れて数年以上経過している欧州諸国での選
好調査事例参照文献 10）を参考に、電源構成、月
額電力価格、発電事業者、発電に伴う二酸化
炭素排出量の４つの属性を採用した。調査で
得られたデータに混合ロジットモデルを適
応することでエネルギー属性への支払意思
額を推計し、さらに、エネルギーの理解度の
違いが各属性に与える影響を定量的に分析
した。 
 
４．研究成果 
（１）エネルギーリテラシー 
 図 1は本研究にて開発されたリテラシー指
標の 5 つの項目別に、正答率の分布を示した
図である。最も正答率が高かったのは「エネ
ルギーに関する基礎知識」であり、平均正答
率は約 54%であった。最も正答率が低かった
のは、「環境とエネルギー」であり、平均正
答率は約 35%であった。全項目平均では、約
42%であった。男女の正答率を比較すると、
男性の正答率の方が有意に高かった。 

図 1：エネルギーリテラシーの測定結果（成人） 

 
次に、2016 年度に実施した高校生のリテラ

シーの結果を示す。2016 年度鹿児島県立種子
島高等学校 2 年生普通科 1組の平均正答率は
約 42%、普通科 2 組の平均正答率は 34%であ
った。また、成人と同じく、男性の方が女性
よりも正答率が高い結果となった。 

 
（２）選好性とリテラシーの関係性 
まずはじめに、リテラシーの効果を考慮し

ない、基本的な電力プランの属性に対する選
好性を示す。火力 100%の電源構成と比較し
て、火力 50%、再生可能エネルギー30%、原
子力 20%（2015 年に経済産業省から発表され
た長期エネルギー需給見通しに掲載されて
いる、2030 年の電源構成の姿）の電源構成を
好むことがわかった。さらに、火力 80%、再
生可能エネルギー20%で構成された電源構成
は、本調査の回答者からさらに好まれている
ことがわかった。発電事業者については、旧
電力会社と比較して、新規参入事業者から電
力を買うことを避けたい傾向が観察された。
また、発電時に二酸化炭素をより多く排出す
る電力プランの購入を避ける傾向も観察さ
れた。 

次に、リテラシーと選好性の関係をみると、

以下の結果が得られた。リテラシーを計測す
る質問の正答率と、4 つの属性（電源構成、
発電事業者、二酸化炭素排出量）への選好に
統計的に有意な関係が観察された。具体的に
は、正答率が高い個人ほど、火力 50%、再生
可能エネルギー30%、原子力 20%で構成され
た電源構成、また、火力 80%、再生可能エネ
ルギー20%で構成された電源構成をより好む
ことがわかり、それに伴いそれらの支払意思
額もより高くなることが明らかになった。ま
た、リテラシーが高い個人ほど、新規参入者、
特に国内企業から電力を購入したいという
選好を有していることがわかった。一方、正
答率が高い回答者ほど、地域企業および外資
系企業から電力を購入したくないと思って
いることが明らかとなった。さらに、リテラ
シーの高い人ほど、環境影響の高い電力プラ
ンへの支払意思額が低いことが明らかとな
った。 

以上の結果を要約すると、教育や情報提供
などを通じて需要家のリテラシーが向上す
ると、再生可能エネルギーが多く含まれる電
源構成や、長期エネルギー需給見通しで発表
された 2030 年度の電源構成に類似した電源
構成を好むようになる可能性があることが
わかった。また、新規参入者（国内企業）へ
のスイッチングが促される可能性がある一
方、地域企業が発電した電力は購入したくな
いという結果が観察された。地域資源を活用
した分散型エネルギーシステムの導入・拡大
は、それらに価値を見出す住民の社会受容性
が必要であるが、本研究の結果から、リテラ
シーがある需要者ほど避ける傾向があるこ
とがわかった。その理由は今回の調査では特
定できないが、環境影響や経済影響を提示す
ることで、選好が変わる可能性もある。これ
らの解明は今後の課題としたい。 
 
（３）まとめと今後の展望 
 本研究では、持続可能なエネルギーシステ
ムの実現に不可欠である、適切な需要家のエ
ネルギー選択は、エネルギーリテラシーに関
係があると仮定し、アンケート調査を実施し、
計量経済学の手法を用いて分析を行うこと
で、両者の関係性を明らかにした。 
 本研究の貢献は以下のように要約できる。
一点目としてエネルギーリテラシーを計測
するために、その評価手法を構築したことで
ある。既往研究として、クラークソン大学の
研究チームが開発した、エネルギーリテラシ
ーの評価手法参照文献 6）が存在するが、需要家
が理解すべき点は、居住国・地域のエネルギ
ー情勢によって異なる。よって、本研究では、
日本在住の消費者が知っておくべき知識を、
エネルギー専門家との議論や既往研究等を
参考にしながら整理し、30 問でリテラシーを
計測できる評価手法を開発した。日本のエネ
ルギー事情を考慮し、定量的にそして簡単に
計測できるリテラシー評価手法はこれまで
に存在しない。エネルギー教育効果の計測等



に今後利用されることを期待する。 
 二点目として、選択型実験を用いて、日本
全国の成人男女を対象とし、エネルギー選択
のもととなる選好性を明らかにしたことを
挙げられる。電力の小売電力全面自由化が開
始されまだ三年目であることから、日本の個
人需要家を対象とした消費者選好調査を行
なった研究は非常に限定的である。また、リ
テラシーとの関係性を明らかにしたことで、
教育等により国民のリテラシーが向上した
際、どのような電力プランが好まれるのか提
示した点も貢献といえるだろう。 
 図 2 は、本研究が明らかにしたリテラシー
の把握、リテラシーと選好性の関係の解明、
そして今後の研究課題を図示したものであ
る。今後の課題として以下を挙げる。社会受
容性を考慮したエネルギーシステムの提案
を行うためには、消費者選好の把握が大前提
である。消費者選好は様々な要因によって影
響を受けるため、定期的に調査を行い、国民
の選好を把握する必要があると考える。現に、
2015 年に実施した調査参照文献 4）と本研究で実
施した 2017 年の調査では電源構成、とりわ
け原子力エネルギーへの選好が大きく変化
した。次に、選好を把握するための選択型実
験に採用する属性および水準を工夫するこ
とで、地域企業から買電することを避ける理
由を追求する必要があると考えている。既に
述べたように、地域資源を活用した分散型エ
ネルギーシステムの導入・拡大には、社会受
容性が必要である。例えば、発電事業者の違
いがもたらしうる地域への環境影響や経済
影響に関する情報を追加すると地域事業者
への選好が変化するかどうか等を検証し、地
域企業から買電することの阻害要因を解明
すると共に、それらの事業者からの買電を好
むようになる要因についても検証が必要で
あると考える。 
次に、本研究で開発したエネルギーリテラ

シーの評価指標の改善を継続して行う必要
があると考える。質問の中には現在のエネル
ギー情勢を問う質問（例えば、エネルギー自
給率）が含まれているため、状況の変化に合
わせて質問を更新する必要があるためであ
る。また、リテラシーの発展に有効なエネル
ギー教育プログラムの開発を目的とした教
育効果の検証も行なっていきたい。そのため
に、年齢別の指標の作成も今後行なっていき
たい。 

図 2：研究の進捗状況と今後の取組 
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